
9
3,296

(H26) (H25)
B

10
継続

10
放射線広報事業 住民 3,296 

(H26)
施策２ 課題１

地域住民の安全確保及び正しい知識の
普及啓発

環境放射線広報キャラバン隊、測定教室回数 回

％ B 継続
81

自主防災組織強化啓発事業 住民
(H26)

250 

10,988 10,988

250

継続

7 自主防災組織の組織率

Ａ

82 80

2,917 2,617

(H26) (H25)

3,222

継続

課題６ 自主防災組織リーダーの資質向上 6 防災士の人数（県全体） 人 自主防災組織リーダー育成事業 住民
(H26)

原子力緊急時安全対策等事業 県、市町、住民
(H26)

110,113 108,122 B
8,740 2,200

(H26) (H25)

8,740

670 670 B 継続

課題５ 原子力防災体制の充実 5 原子力防災訓練の参加者数 人

(H25)

4
災害危機管理アドバイザー設置事業 県

(H26)

継続

課題２ 大規模災害時等の対応力強化 2 研修会等開催回数 回
4 2

(H26)

地震災害対策緊急整備事業 県
(H26)

85,892 85,891 B
99 98

(H26) (H25)

99
施策１ 課題１ 防災拠点施設の耐震化 1 県有施設の耐震工事進捗率 ％

今後の
方向性（年度） （年度） （千円） （千円）

対象
予算 決算 事業の

有効性

施策の目標達成に向けて重点的に取り組むべき課題 課題に対する主な取り組み 評価

施策 課題 成果指標 単位
目標値
（年度）

現状値
事務事業

9 10
Ｂ

(H26) (H25) (H26)
施策２

志賀原子力発電所周辺地域住民の安全確保と原
子力発電に関する正しい知識の普及啓発

1 環境放射線広報キャラバン隊、測定教室回数 回
10

2,917 2,617 3,222

(H26) (H25) (H26)

99

(H26) (H25) (H26)
Ａ

2 防災士の人数（県全体） 人

評価
（年度） （年度）

施策１ 災害発生時の体制整備 1 県有施設の耐震工事進捗率 ％
99 98

施策の目標 成果指標 単位
目標値
（年度）

現状値

川口　正人

評価者 組織 危機対策課 職 氏名 湊　政彦

課長

課長

施策体系シート（行政経営Ｂシート）

作成者 組織 危機対策課 職 氏名

県民一斉防災訓練事業 県、市町、住民課題３ 防災訓練の普及促進 3 県民一斉防災訓練の参加者数 人 1,800 1,800 Ａ 継続
(H26) (H25) (H26)

180,000 171,297 194,736

住民 2,000 

課題７ 自主防災組織の充実強化

8 防災士スキルアップ研修の受講者数 人
240

(H26) (H25)

2,000 B 継続
(H26) (H25) (H26)

－ 237
防災共助力強化事業

防災自助力強化事業 住民課題４ 防災意識の普及啓発 4 語り部の会の参加者数 人 3,000 3,000 Ａ 継続
(H26) (H25) (H26)

300 － 450
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事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 地震災害対策緊急整備事業
事業開始年度 Ｈ７ 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織  危機対策課
根拠法令
・計画等

職・氏名 専門員　　山田　英樹
電話番号 076 225 1482 内線 4289

施策・課題の状況
施策 災害発生時の体制整備 評価 Ａ
課題 防災拠点施設の耐震化

指標 県有施設の耐震工事進捗率 単位 ％
目標値 現状値

平成26年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
99 95 96 98 98 99

事業費
（単位：千円） 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

事業費
予算 35,067 34,845 122,782 87,186 85,892
決算 33,545 34,844 122,780 87,186 85,891

一般
財源

予算
決算

事業費累計 1,432,514 1,467,358 1,590,138 1,677,324 1,763,215

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

継
続

能登半島地震の教訓を踏まえ、引き続き、個々の施設の状
況を踏まえながら、防災拠点施設の耐震化を進めていく。

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

B

昭和56年の建築基準法改正前の旧耐震基準で建設され
た県有施設のうち、地震災害時における災害対策活動の拠
点となる施設や、避難・救護活動に供する施設について、順
次、耐震化工事を推進している。

なお、能登半島地震では、これまでの事業によって耐震化
された施設では大きな被害が出ず、事業の有効性が確認で
きた。

事業の目的
阪神・淡路大震災を教訓として、「県民の安全・安心の確保」を実現するため、大規模災害にも即応でき

るよう防災拠点施設等の整備を計画的に進め、災害発生時に、
①災害対策活動拠点施設 ②救護活動施設 ③避難施設 ④災害時要援護者施設

の耐震性を確保するため、緊急性の高い施設から、順次、耐震診断や耐震補強工事を行い、地域にお
ける防災活動の強化・充実を図る。

事業の概要
能登半島地震において、震災対策専門委員会の検証結果にあるように、これまでの耐震補強の効果と

重要性が確認されたことから、今後も引き続き大規模地震に備え、地震災害対策緊急整備基金を活用
し、耐震化未実施となっている防災拠点施設の耐震化を着実に推進し、県民の安全・安心の確保を図
る。

○平成２６年度実施施設
補強工事

総合看護専門学校（校舎Ａ）
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Ｂ

継
続

評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

項目

　災害危機管理アドバイザーを委嘱している室﨑氏は、国の
消防審議会の会長を務めるなど、その高い知見により、日本
全体の災害対策に活躍しており、本県としても、自治体にお
ける危機管理のあり方や津波避難計画の策定など、専門的
な立場から様々な助言を受けており、危機管理担当職員の
資質向上に役立っている。

　近年、全国各地で様々な自然災害が発生しており、本県に
おいても、いつ災害が発生するかわからない状況の中、県民
の安全・安心を守ることは行政の重要な役割である。
　今後も、専門的立場から適宜、助言を得ることができるアド
バイザーを設置することで、大規模災害発生時の迅速かつ
的確な初動対応等を図るとともに、平時における職員の資質
向上等を図っていく。

3,390 4,060
評価

事業費累計 1,356 2,092 2,755

670
決算 652 704 736 635 670

一般
財源

予算 750 736

731 707
事業費

731 707

670
決算 704 736 663 635 670
予算 750 736

（単位：千円） 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

4 3 2 2
平成26年度

4

災害危機管理アドバイザーによる研修会等の開催回数 単位

平成26年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
現状値

回
目標値

評価 Ａ
課題 大規模災害時等の対応力強化

4284

施策・課題の状況
災害発生時の体制整備

危機対策課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主事　山下　睦貴
電話番号 076 225 1482 内線

 事業の背景・目的

作
成
者

組　　織

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
事務事業名 災害危機管理アドバイザー設置事業

事業開始年度

　能登半島地震（Ｈ１９．３．２５）において、防災関係機関と連携し、迅速かつ的確な対応を行うとともに、
１００項目にわたる検証結果を踏まえ地域防災計画を見直すなど、平素から防災体制の充実強化に努め
ているところである。
　しかし、災害の発生予測は難しく、例えば、都市部での大規模な災害など、これまで経験したことのな
い災害や事故が発生し、甚大な被害をもたらすことも考えられる。こうした事態に対し、初動期の対応の
遅れや判断の誤りがあった場合には、県民の生活に大きな支障をもたらすことが懸念されるところであ
る。
　このため、専門的立場から適宜、助言を得る「災害危機管理アドバイザー」を設置し、大規模災害時等
において、被害を最小限に抑えるため、迅速かつ的確な対応を図るとともに、平素から災害に備えた的
確な取組みをさらに強化することとする。

 事業の概要

１　アドバイザー
　　　室崎　益輝（むろさき　よしてる）
　　　・神戸大学名誉教授
　　　・兵庫県立大学防災教育センター長
　　　・石川県防災会議委員
　　　・石川県防災会議震災対策部会長

２　業務内容
　　<大規模災害発生時>
　　　　・緊急初動対応、応急対応への助言
　　　　・必要に応じて現地を視察し助言
　　　　・復興に向けての助言
　　<平素>
　　　　・県幹部職員等への危機管理能力向上のための研修会講師
　　　　・全国で発生した災害に係る情報提供・助言
　　　　・災害に関する最新の学術的研究成果の提供
　　　　・国施策の最新動向、研究成果の提供
　　　　・大規模地震発生に備えた減災への助言
　　　　・その他、危機管理施策への助言

Ｈ２１

施策

指標

4

事業費
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　東日本大震災において、「自助」の重要性が改めて認識されたことから、県内の不特定多数
の者を対象とした「県民一斉防災訓練（シェイクアウトいしかわ）」を行うことで、県民の災害対
応能力と防災意識の更なる向上を図る。

　また、米国で考案されたシェイクアウト訓練は、短時間で、参加が容易、行動として体得でき
るなどの長所があることから、今後の防災訓練の１つの形態として、広がりが期待できる訓練方
法であり、国の中央防災会議が定めた平成２６年度総合防災訓練大綱において、地方自治体
等における地震災害等対応訓練の実施事項例となっている。

2 事業の概要

（１）各種団体向けの説明会の開催
　①対　　　象　　業界団体等の担当者
　②開催時期　　平成２６年５月
　③開催場所　　金沢地区、加賀地区、能登地区　各１回
　④内　　　容　　県民一斉防災訓練の説明等

（２）県民一斉防災訓練(シェイクアウトいしかわ)の実施
　①実施時期　　平成２６年７月１５日（火）　１１時
　②対　　　象　　県民、学校、企業、自主防災組織、行政機関など
　③内　　　容　　事前に登録した参加者が、県から送信されるメール等を合図に、学校、
　　　　　　　　 　　会社、自宅などそれぞれの場所で同時刻一斉に「しゃがむ」「隠れる」
　　　　　　　　　 　「じっとする」といった約１分間の「安全行動」を実施する。

（３）訓練の普及・啓発
　・訓練の取組事例を募集し、県ホームページ等に掲載し、今後の訓練の普及・啓発を図る。
　・訓練終了後、アンケート調査を実施し、今後の訓練に反映する。

1 事業の背景・目的

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 　県民一斉防災訓練事業
事業開始年度 H25 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織 危機対策課
根拠法令
・計画等

職・氏名 主事　家城　亮介
電話番号 076 225 1482 内線 4284

施策・課題の状況
施策 災害発生時の体制整備 評価 Ａ
課題 防災訓練の普及促進

指標 県民一斉防災訓練の参加者数 単位 人
目標値 現状値

平成26年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
180,000 - - - 171,297 194,736

事業費
（単位：千円） 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

事業費
予算

一般
財源

予算

2,000 1,800
決算 2,000 1,800

2,000 1,800
決算 2,000 1,800

事業費累計 0 0 2,000 3,800

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

継
続

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

Ａ

　県民一斉防災訓練（シェイクアウトいしかわ）は、県内で大
地震が発生した想定で、参加登録者が一斉に、それぞれの
場所で「安全行動（しゃがむ、隠れる、じっとする）」を約１分
間行う訓練である。
　この訓練は、誰でも、どこでも参加できるものであり、また、
訓練内容が単純で体得が容易なことから、「自助」（自分の身
は自分で守る）の意識向上に役立つものである。

　平成２６年度は、前年度を約２万３千人上回る、約１９万４千
人の参加登録があったが、災害はいつ起こるかわからず、県
民の災害対応能力と防災意識の更なる向上を図るため、今
後も引き続き、県民一斉防災訓練（シェイクアウトいしかわ）の
取組みを継続し、県民の参加を促すこととする。
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事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 防災自助力強化事業
事業開始年度 H26 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織 危機対策課
根拠法令
・計画等

職・氏名 専門員　　山田　英樹
電話番号 076 225 1482 内線 4289

施策・課題の状況

事業の背景・目的
施策 災害発生時の体制整備 評価 Ａ
課題 防災意識の普及啓発

指標 語り部の会の参加者数 単位 人
　東日本大震災を契機に、「自助」の重要性が再認識され、県民一斉防災訓練（シェイクアウトいしかわ）
などの「自助力」強化に取り組んでいるが、県民の防災に対する関心が高まっていることから、県民により
深い防災知識を習得してもらうとともに、災害経験を風化させないよう、災害教訓を後世に伝承することに
より、県民一人ひとりの「自助力」のさらなる向上を図る。

目標値 現状値
平成26年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

300 350

事業の概要
事業費

（単位：千円） 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
（１）研修会等での防災知識の普及に向けたテキストの作成
　　 本県で発生した災害や正しい避難行動などの防災知識を掲載したテキスト（対話形式）を作成し、
  各種研修会や県政出前講座などにおいて活用
　　　（テキストの内容）
　　　　石川県の災害、気象警報・注意報、避難情報・行動などについて、
         「知識編」と「問題・解答編」を作成

（２）災害体験者による災害教訓の伝承
　　 能登半島地震などの災害体験者が自らの体験を語り、災害教訓の後世への伝承に取り組む。
      （「語り部の会」県内３ヶ所、発言記録集の作成など）

事業費
予算

一般
財源

予算

3,000
決算 3,000

3,000
決算 3,000

事業費累計 0 0 0 3,000

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

継
続

　災害の教訓が失われないよう、広く伝承し、防災意識の高
揚を図るとともに、災害体験者の体験談が分かり易く伝わり、
その後の防災対策につながるよう取り組んでいく。

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

A

　災害教訓語り部の会には、目標数を超える人に参加して頂
いた。災害教訓を後世に伝承し、県民一人ひとりの「自助力」
の向上を図ることに役立っている。
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事業の背景・目的

事業の概要

防災講習会開催等の事業

これまでの見直し状況

石川県志賀オフサイトセンターの維持管理

平成１２年原子力災害対策特別措置法の施行等に対応した研修内容に変更。
防護資機材については、年次計画に従い順次更新。
平成１３年度に石川県志賀オフサイトセンターを整備。

防災対策普及啓蒙事業

原子力防災訓練実施事業 原子力防災訓練の実施

一般住民に対する普及啓蒙
　（パンフレットの配布、講演会の開催）

緊急事態応急対策拠点施設整備事
業

防災活動資機材整備事業 原子力防災活動に必要な資機材の整備

緊急時連絡網整備事業 緊急時に国、県、町間の通信連絡を確保する専用回線連絡
ネットワークの整備（緊急時一斉通報システム）

事　　　　業 事業概要
①防災研修会の参加
（原子力安全技術センター等の防災研修への参加）

②講習会の開催
　（防災講習会、防災講演会、懇談会等の開催）
③防災対策技術確認調査
　（防災対策に必要な資料の収集整備）

発電所閉鎖 作
成
者

組　　織

　平成５年７月に運転を開始した志賀原子力発電所の万一の緊急時における防災体制を確立するた
め、計画的な整備の推進を図ることとしている。

事務事業名 　原子力緊急時安全対策等事業
事業開始年度 Ｈ２

指標

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

4236

施策・課題の状況

危機対策課
根拠法令
・計画等

原子力災害対策特別措置法
災害対策基本法

職・氏名 主事　　鈴木　広人
電話番号 076 225

課題 原子力防災体制の充実
施策 災害発生時の体制整備 評価 Ａ

1482 内線

原子力防災訓練の参加者数 単位

平成26年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
現状値

人
目標値

8,740 3,000 0 2,200 2,200
平成26年度

8740

事業費
（単位：千円） 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

110,113
決算 85,867 61,613 147,144 172,074 108,122
予算 97,259 63,847

0 0

187,504 174,719
事業費

0 0

項目

決算 0 0 0 0
一般
財源

予算

1,240,421
評価

事業費累計 717,958 813,081 960,225

　防災講習会等の開催、防災活動資機材の整備や、緊急時連絡網の整備、防災対策に関する普及啓
蒙及び原子力防災訓練を行うものとする。更に、防災業務関係者に対する教育として、研修を積極的に
受講するなど防災体制のさらなる充実を図る。
　なお、平成１３年度に整備した「石川県志賀オフサイトセンター」の維持を継続して実施するとともに、平
成27年度の移転に向けた整備事業を実施する。
　また、平成２３年３月に発生した震災に伴う福島での原子力発電所事故を受けて国の原子力防災指針
見直しが行われており、これに伴って防災対策の拡充を図っている。

Ｂ

継
続

評価 左記の評価の理由
東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事
故を受けて、国が取りまとめた原子力災害対策指針を踏ま
え、防災資機材の購入配備、市町職員への講習会、原子力
防災訓練等を行った。これにより、原子力防災体制の充実・
強化が図られた。

今後も、国の原子力防災対策指針に対応する事業を含め
て、原子力防災対策を継続的に行っていく必要がある。

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

1,132,299
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事業の背景・目的

(1)

(2)

事業の概要

開催場所及び開催時期等
　・　開催場所及び開催時期

（１）第1回（能登会場） （５）第5回（加賀会場）
①開催日 平成２６年７月１２日～１３日 ①開催日 平成２６年９月１４日～１５日
②開催場所 かほく市高松産業文化センター ②開催場所 鶴来総合文化会館クレイン
③参加者 ③参加者

（２）第2回（加賀会場）
①開催日 平成２６年７月１９日～２０日
②開催場所 いしかわ総合スポーツセンター
③参加者

（３）第3回（能登会場）
①開催日 平成２６年７月２６日～２７日
②開催場所 かほく市高松産業文化センター
③参加者

（４）第4回（能登会場）
①開催日 平成２６年８月２日～３日
②開催場所 能登空港ターミナルビル
③参加者

これまでの見直し状況
  平成２４年度より防災士倍増計画（H23年度末時点で約1,500人を今後５年間で3,000人に）により取組
を促進

　自主防災活動は、住民の自主的な活動であり、その活性化には、リーダーの資質と熱
意に負うところが大きいため、リーダーに必要な資質向上を目的に、地域住民、企業・ボ
ランティア団体等の従業員等や市町の自主防災組織の担当者を対象とした研修会を実
施する。
　なお、研修については、ＮＰＯ法人「日本防災士機構」が認証する「防災士」の資格取
得に必要な研修会を開催するため、研修業務については委託するものとする。

　能登半島地震の対応状況を検証し、今後の必要な対策を取りまとめるために設置
した「震災対策専門委員会」 からは、能登半島地震よりも条件の厳しい降雪期、降雨
期、夜間、市街地、震度７の地震を想定し、平素からの備えを強化するとともに、地域
防災の重要な役割を担っている「自主防災組織」のさらなる充実強化が必要との意
見が提案されている。
　阪神淡路大震災においても、救出された人の95％が自力や隣人に救助されてお
り、共助の組織である自主防災組織は、地域防災における重要な組織となっている
ことから、自主防災組織の充実強化を図り、地域に根ざした共助体制の整備を図る。

A

継
続

評価項目

一般
財源

3,326

決算

自主的取得者も増加しており、防災に関する意識が高まっ
ていることから、目標とした育成者数を達成した。

共助の要となる「自主防災組織」が有効に機能し、円滑な避
難や避難所運営が行われるためには、地域の実情を十分に
理解したリーダーの存在が不可欠である。目標は達成した
が、今後も引続き取り組んでいく。

事業費累計 20,782 31,698 44,592 66,691
評価

予算 3,096

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

55,703
決算 2,959 3,096 6,334

左記の評価の理由

12,464

5,555 5,494

10,988

12,894 11,111 10,988

6,232 5,4946,334

事業費
予算 6,968 10,916

10,916

12,894

5,995

事業費
（単位：千円） 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

2,617
平成26年度

3,222

目標値

2,917 1,173 1,562 1,974

単位

平成26年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
現状値

人

評価

電話番号 076 225
事務事業名 自主防災組織リーダー育成事業

事業開始年度 H20
根拠法令
・計画等

作
成
者

組　　織
職・氏名 専門員　　中田　隆志

自主防災組織リーダーの資質向上

4289

施策・課題の状況

1482

施策 災害発生時の体制整備

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度

指標 防災士の人数（県全体）

危機対策課

内線

A
課題
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事業の背景・目的

(1)

(2)

事業の概要

　
・
・

これまでの見直し状況

（１）委嘱者　自主防災組織の代表者等
（２）任期 　２年

自主防災組織活動の基礎知識について
防災マップの作成について

　過去の研修会で、自主防災組織の設立に関するノウハウ等を求める声があがっていたことから、
町内会等に赴き具体的かつ、きめ細やかな助言・支援を行う自主防災組織アドバイザー制度を創
設した。

Ｂ

継
続

評価
・・・自主防災組織アドバイザー
・・・防災士、消防職員、県職員等

(2)研修会開催地区及び開催時期（県内３箇所）

①加賀地区
②中能登地区
③奥能登地区

・・・5月25日（日）
・・・6月28日（土）
・・・8月23日（土）

左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

項目
　自主防災組織の必要性や活動について講習することによ
り、防災意識の高揚及び組織化の促進につながった。

　本事業により自主防災組織の組織率向上が着実に進んで
いるが、依然として未結成の地区もあることから、組織率が比
較的低い能登地域や加賀地域を中心として引き続き研修会
を開催し、地域防災力の更なる向上を図る。

1,791 2,041
評価

事業費累計 1,095 1,395 1,595

250
決算 292 300 200 196 250

200 300一般
財源

予算 300 300

250
決算 292 300 200 196 250

200 300
事業費

予算 300 300

目標値
平成25年度

事業費
（単位：千円） 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

82 75 76 79 80
平成26年度

81

指標 自主防災組織の組織率 単位

平成26年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
現状値

％

施策 災害発生時の体制整備 評価 A
課題 自主防災組織の充実強化

H20

施策・課題の状況

危機対策課
根拠法令
・計画等

職・氏名
225 42891482 内線

作
成
者

組　　織
専門員　　中田　隆志

電話番号 076

　能登半島地震の対応状況を検証し、今後の必要な対策を取りまとめるために設置した「震災対策専
門委員会」 からは、能登半島地震よりも条件の厳しい降雪期、降雨期、夜間、市街地、震度７の地震
を想定し、平素からの備えを強化するとともに、地域防災の重要な役割を担っている「自主防災組織」
のさらなる充実強化が必要との意見が提案されている。
　阪神淡路大震災においても、救出された人の95％が自力や隣人に救助されており、共助の組織で
ある自主防災組織は、地域防災における重要な組織となっていることから、自主防災組織の充実強化
を図り、地域に根ざした共助体制の整備を図る。

　県内の組織率は、町内会等を中心に組織され80％となっているが、能登地域の６市町では、組織率
が70％未満であることから、能登地域の市町の未組織町内会長等を対象とした研修会を開催し、自
主防災活動の必要性を理解をしてもらい、自主防災組織の結成につなげることで、地域防災力の強
化を図る。

(1)研修内容（市町の要望に応じてテーマや講師を選択）
　　【講義内容】 　　　　　　　　　【講師】

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
事務事業名 自主防災組織強化啓発事業

事業開始年度
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事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事務事業名 防災共助力強化事業
事業開始年度 H26 事業終了予定年度 作

成
者

組　　織 危機対策課
根拠法令
・計画等

職・氏名 専門員　　中田　隆志
電話番号 076 225 1482 内線 4289

施策・課題の状況
施策 災害発生時の体制整備 評価 Ａ
課題 自主防災組織の充実強化

指標 防災士スキルアップ研修の受講者数 単位 人
目標値 現状値

平成26年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
240

事業費
（単位：千円） 平成22年度 平成23年度

237

平成25年度平成24年度

事業費
予算

平成26年度
2,000

一般
財源

予算

今後の方向性

（県民ニーズ、
緊急性、県関
与のあり方等

を踏まえ、今後
どのように取り

組むのか）

継
続

　防災士の育成や自主防災組織の組織化が順調に進んで
いることから、育成した防災士の質の向上や組織化された自
主防災組織の地域における防災活動の支援の一層の強化・
充実を図る。

0 2,000
評価

項目
　地域別に４会場で防災士スキルアップ研修を実施したこと
などにより、目標とした研修者数を概ね達成した。
　地域の防災活動の高まりに応じ、防災人材バンクによる支
援の要請も高まっている。

事業費累計

事業の背景・目的

2,000
2,000
2,000決算

決算

0 0

　能登半島地震や東日本大震災の教訓を踏まえ、地域防災のリーダーとなる防災士の育成など地域の
「共助力」の強化に取り組んでいるところであるが、防災士の質の向上や地域における防災活動を支援す
ることにより、「共助力」の一層の強化を図る。

（１）防災士スキルアップ研修の開催
　　　リーダーシップや最新の災害対応力を身につけるための研修を実施
　　　（研修内容）
　　　　・地域の地図をもとにした災害訓練、避難所運営訓練
　　　　・有識者による最新の災害対応や教訓についての講義
　　　　・リーダーとしての役割や心構えを養成

（２）防災人材バンクの設置による地域防災活動への派遣
　　　防災知識に長けた人材を「防災活動支援員」として登録する「防災人材バンク」を設置し、
   地域の要請に応じ派遣。
      （登録者）　消防ＯＢ、防災士、看護師、建築士など
   　 （活用例）  地域の防災訓練や学習会などへ派遣

事業の概要

評価 左記の評価の理由

事業の有効性

（費用対効果
の観点も含

め、この事業が
課題解決に役

立ったか）

Ｂ
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事業の背景・目的

(1)

(2)

事業の概要

(1) 原子力広報安全対策
①環境放射線広報キャラバン隊の開催

・対象地域：志賀町（立地町）ほか県下全域
・対象者：地元住民
・モニタリングカーによる測定実施、見学会
・サーベイメータ等を用いた環境放射線簡易測定会
・霧箱による放射線の観察会

②環境放射線測定教室の開催
・対象者：地元周辺市町の高等学校の生徒、教師等
・環境放射線測定教室の実施
・環境放射線測定教室検討会の実施

③環境放射線モニタリング広報事業
・対象者：保健環境センター来訪者
・保健環境センター来訪者に対する環境放射線モニタリングの説明の実施

④情報収集事業
・ＴＶで報道される原子力に関する情報を収集

(2) 原子力に関する諸会議等への参加
・原子力広報担当者会議
・原子力発電関係団体協議会
・原子力安全に係る研修の受講

これまでの見直し状況

今後の
方向
性

継
続

一般
財源

事業費

事業の
有効
性

Ｂ

予算
決算
予算

評価
項目 評価 左記の評価の理由

事業費累計 73,440 76,666 79,892 83,118 86,414
決算

3,296
3,226 3,296

平成26年度

3,226 3,226

H2

225

地域住民の安全確保及び正しい知識の普及啓発

（単位：千円）

危機対策課

　原子力行政の課題に適切に対処していくため、原子力に関する諸会議等への参加や、原子
力に関する研修を受講する。

事務事業名

施策

原子力安全対策室　専門員　内川慎互
076

なし

4232

10910

指標
課題

事務事業シート（行政経営Ｃシート）

事業終了予定年度
根拠法令
・計画等

広報・調査等交付金
職・氏名
電話番号

作
成
者

組　　織
放射線広報事業

事業開始年度

　福島事故を契機により一層放射線・放射能に対する正しい知識
の普及が必要となっており、また、原子力発電所が県内に立地す
る限り正しい知識の普及を図っていく必要があることから、事業を
継続していく。

平成23年度
3,226

3,384

　本事業は、原子力発電所周辺住民等への放射線・放射能に対
する正しい知識の普及を目的に実施しているが、広報事業参加者
へのアンケート結果によると、大半の方が「おおむね理解できた」と
回答しており、放射線・放射能に関する知識の普及が図られてい
る。

平成22年度
3,2263,384 3,384

平成25年度

11 11

事業費
平成24年度

10

施策・課題の状況

環境放射線広報キャラバン隊、測定教室回数 回

平成26年度
現状値

志賀原子力発電所周辺における地域住民の安全確保等の実施 評価

平成26年度

　原子力発電、放射能・放射線についての正しい知識を普及するため、志賀原子力発電所の周
辺住民ばかりでなく、県下全域を対象として環境放射線広報キャラバン隊の実施、周辺の高校
生を対象として環境放射線測定教室の開催、放射線・放射能の測定分析業務を行っている機
関での環境放射線モニタリングに関する説明会の開催などを実施する。実施にあたり、パンフ
レット等を作成し、配布する。

単位

Ｂ

1465 内線

目標値
平成24年度平成22年度 平成25年度平成23年度


